· 給与グループ

職員の給与等に関する報告及び勧告に関する事務
職種別民間給与実態調査及び職員給与実態調査の結果に基づき、民間給与と職員の給与を比較するとともに、平成31年４月から令和２年５月までの間における物価及び生計費、労働事情等の推移など給与決定の諸条件を調査し、給料表等が適当かどうかを検討した。

　この結果については、令和２年10月27日及び同11月26日に、府議会及び知事に対して報告し、併せて、これに基づく給与改定の勧告及びその他の意見の報告を行った。

１．民間との給与較差

(1) 月例給

	民間給与（Ａ）
	職員給与（Ｂ）
	較　　差（Ａ－Ｂ）

	379,278円
	379,240円
	38円（0.01%）


 (2) 特別給（ボーナス）

	年間支給月数
	民間
	職員

	
	4.47月
	4.50月


２．給与改定の内容

令和２年公民較差に基づく較差の解消

 　 〈月例給〉
民間との給与較差は小さく、職員給与と民間給与がほぼ均衡していることから、給与改定は行わない。
〈特別給（ボーナス）〉

支給月数を引下げ 
・4.50月→4.45月
・民間の状況等を踏まえ、期末手当の支給月数を見直し。

（一般の職員の場合の支給月数）

	
	６月期
	12月期

	令和２年度
	期末手当
	1.300月（支給済み）
	1.250月（現行1.300月）

	
	勤勉手当
	0.950月（支給済み）
	0.950月（現行0.950月）

	令和３年度
	期末手当
	1.275月
	1.275月

	以降
	勤勉手当
	0.950月
	0.950月


〈改定時期〉
・条例の公布日（令和３年度以降は、令和３年４月１日）
３．国家公務員給与との均衡

平成31年４月１日現在の府域における国家公務員の給与水準との関係で見ると、本給を比較対象としたラスパイレス指数は100.5であるが、地域手当を含めた補正後のラスパイレス指数では98.4と国家公務員の水準を下回っている。

４．賃金構造基本統計調査（賃金センサス）の活用・研究

賃金センサスは、前年分の月例給の調査結果であること等の制約があるものの、給与水準等の民間給与の傾向を知る上で活用。府職員とは昇任スピードが異なること、給与水準で見ると部長級、課長級で府職員はやや高め、係長級及び非役職者では概ね均衡している状況であった。
５．給与制度、人事管理等に関する本委員会の「意見」

（１）あるべき人事行政の方向性

本年の新型コロナウイルス感染症が蔓延する中、本府が複雑・多様な行政課題に的確かつスピード感を持って対応していくためには、職員が主体的かつ自律的に取り組む意欲と優れた能力、知見を有することが重要。任命権者においては、改めてこれらの重要性を念頭に、実効性のある取組みを進められるよう要請。
（２）職員の意欲・能力の向上に向けた取組み

ア　人材育成のあり方

任命権者においては、研修内容を十分に精査しつつ、ＯＪＴとのバランスにも配慮しながら、さらに効果的なものへと充実させていくことが必要。併せて、管理職の人事評価のプロセスにおいて人材育成の成果をより重視するなどし、人材育成の取組みをより一層職場に根付かせていくべき。

イ　有為な人材の確保

本委員会は任命権者と連携して、公務に従事することの魅力をより発信していくとともに、Ｗｅｂ面接などＩＣＴを活用した新たな手法の導入等について検討を進めているが、任命権者においては、今後、本府にどのような人材が必要であるかを改めて検証するよう求める。

ウ　人事評価制度とその活用

相対評価を前提にするとしても、下位評価区分の分布割合を固定化した現状の制度の見直し、あるいは下位評価区分の分布割合の運用の柔軟化について早急に検討すべき。

（３）働きやすい職場環境の構築

ア　柔軟な働き方のさらなる推進

本年、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、テレワークや時差出勤、Ｗｅｂ会議の活用など働き方改革の取組みが一気に進められることとなったが、任命権者においては、今回の取組みによって得られた効果や課題を早急に検証すべき。

イ　長時間労働の是正と緊急時の勤務体制

任命権者には、特定の所属や職員に時間外勤務の偏りがないかなど、是正に向けた原因のさらなる分析と効果的な取組みを要請。また、コロナ禍の勤務体制について検証を行い、職員の負担が増大しないよう十分な配慮と改善を期待。

ウ　健康管理とハラスメント防止

任命権者においては、ハラスメント防止指針の周知をより一層徹底するとともに、ハラスメントのない働きやすい職場環境づくりに組織をあげて取り組む必要。加えて、職員が安心して相談できる環境を整えて迅速かつ適切に対応することが必要であり、相談体制や機能の充実・強化が不可欠。

 

（４）公務員制度をめぐる諸課題

ア　高齢期職員の活用

任命権者においては、定年の段階的な引上げなど、様々な検討課題について本府の実態に合わせた制度の検討を早急に進めていくことが必要。

イ　教職員を取り巻く諸情勢

本年は新型コロナウイルス感染症の拡大により長期間の休校が余儀なくされ、教職員の負担の増大が憂慮される中、教育委員会においては、学校教育の質の確保とともに、教職員の負担に配慮し、学校現場を支援する取組みを一層進めていくべき。

ウ　服務規律の確保

服務規律の確保においては、職員の自覚が何より大切であり、一人ひとりが公務外においても高い倫理観を持って行動をとるよう、より一層の啓発が必要。
（根拠法令）

地方公務員法第８条第１項第２号

民間給与及び職員給与の実態調査に関する事務

１　職種別民間給与実態調査

　　民間従業員の給与と職員の給与を比較検討するための基礎資料の作成を目的として、人事院、大阪市人事委員会及び堺市人事委員会等と共同で、職種別民間給与実態調査を実施した。

(1) 調査時点　　令和２年４月

(2) 調査事業所

　常勤従業員数で見た企業規模が50人以上でかつ事業所規模が50人以上である府内事業所（公務との比較に適さない業種を除く。）4,484事業所（30年度4,753か所、31年度4,810か所）を産業、規模等により42層に層化し、調査に要する経費、労力等を考慮して定められた抽出率を用いて、無作為に抽出（「層化無作為抽出法」）した事業所 687か所（30年度731か所、31年度734か所）。なお、令和２年度は、新型コロナウイルス感染症に対処する厳しい医療現場の環境に鑑み、病院は調査対象から除外した。
(3) 調査方法

令和２年度においては、新型コロナウイルス感染症の拡大の影響を考慮し、実地によらない方法でも調査可能な特別給（ボーナス）等の調査を令和２年６月29日～７月31日の間に先行して実施。月例給に関しては、令和２年８月17日～９月30日の調査期間中に、調査員が調査事業所を訪問し、相手方の協力を得て、関係資料の閲覧や質問を行い、所定の事項を調査。

(4) 調査事項

ア　従業員単位の調査事項

　調査事業所の常勤の従業員で、事務、技術、技能・労務、研究、医療、教育及び海事関係の54職種に該当する者の中から、無作為に抽出した者30,177人（平成30年度34,755人、平成31年度35,585人）について、次の事項を調査した（うち初任給関係職種は18職種で、平成30年度2,406人、平成31年度2,720人、令和２年度1,673人である。）。

(ｱ) きまって支給する給与総額、時間外手当額、通勤手当額（初任給関係職種は初任給月額）

　(ｲ) 年齢、学歴、性別（初任給関係職種は学歴）

イ　事業所単位の調査事項

　(ｱ) 賞与及び臨時給与の支給従業員数及び支給総額（令和元年８月から令和２年７月までの状況）

　(ｲ) (ｱ)の該当月及び令和２年４月のきまって支給する給与の支給従業員数、支給総額及び時間外手当総額

　(ｳ) 給与改定等の状況

　(ｴ) 賞与の支給状況
　(ｵ) 家族手当の支給状況
(ｶ) 通勤手当の支給状況
(ｷ) 定年退職後の継続雇用制度等の状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（根拠法令）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公務員法第８条第１項第２号

２　職員給与実態調査

  職員の給与について検討する資料を作成するため、府費負担教職員を含む全職員を対象に給与実態調査を実施した。

(1) 調査時点　　令和２年４月
(2) 調査対象　　一般職職員及び府費負担教職員の全職員　66,612人

(3) 調査方法　　任命権者が管理する給与データにより調査。

(4) 調査事項

　ア　給料表別、年齢階層別、性別、学歴別人員及び平均給与等

　　イ　扶養手当、住居手当、通勤手当及び管理職手当の支給状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（根拠法令）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公務員法第８条第１項第２号

３　事業所名簿作成事務

  令和３年職種別民間給与実態調査の調査対象事業所を選定するため、人事院、大阪市人事委員会及び堺市人事委員会等と共同して調査対象事業所名簿作成の事務を行った。

(1) 作成期間　令和２年10月28日～令和３年１月７日

(2) 作成方法　新規に調査対象となり得る事業所に対して、文書照会及び電話確認により調査

(3) 掲載事項　企業及び各事業所の名称、所在地、主な事業内容、常勤の従業員数　など

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （根拠法令）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 地方公務員法第８条第１項第２号

給与等の制度及び運用に関する事務
１　給与等に関する条例の制定又は改廃についての意見聴取に対する回答事務

　　給与等に関する条例案についての議会の意見聴取に対して、次のとおり回答した。

	照会日
	件　　　名
	内        容
	回　答　内　容

	2．5.22
	職員の特殊勤務手当に関する条例一部改正の件
	１　国家公務員について、犯則取締業務のうち、心身に著しい負担を与えると人事院が認める業務に従事したときの特殊勤務手当に関する規定が追加されたことに伴い、同趣旨の規定を追加する。
　・漁業関係法規に違反した疑いのある船舶から武器による攻撃等を受けた場合における船舶への検査又は質問の業務
　１日　1,100円
２　国家公務員について、新型コロナウイルス感染症への対処業務に従事した場合の特殊勤務手当に関する規定が追加されたこと等に伴い、防疫等作業手当の特例を追加する。
　　・新型コロナウイルス感染症の患者に接する業務
　１日　3,000円　等
　　　　　　　施行日：公布の日

	適当と認める。

	2.11.10
	職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例等一部改正の件
	令和２年10月の人事委員会の勧告等を踏まえ、期末手当の支給割合を引下げ。
〔改正前〕1.30月
〔改正後〕
令和２年12月期1.25月
令和３年６月期以降1.275月
施行日：公布の日ほか
〔関係条例〕
・職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例
・一般職の任期付研究員の採用等に関する条例
・一般職の任期付職員の採用等に関する条例

	適当と認める。

	2．11.20
	職員の特殊勤務手当に関する条例一部改正の件
	児童福祉法の改正により児童及び妊産婦の福祉に関する業務に一時保護解除後の児童の安全確保に関する業務が追加されたことに伴い、社会福祉等業務手当の対象業務を追加する。
・一時保護解除後の児童の安全確保に関する業務　　１日600円
施行日：公布の日

	適当と認める。

	
	職員の懲戒に関する条例一部改正の件
	１　労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律の改正等により、事業主は、いわゆるパワー・ハラスメントを行った者に対する対処方針等を定めることとされたことに伴い、パワー・ハラスメントについての懲戒処分の基準を定める。
２　児童又は生徒の人権を侵害する発言等についての懲戒処分の基準を定める。
　　　　　　　　施行日：公布の日

	

	
	大阪府警察職員の特殊勤務手当に関する条例一部改正の件
	新型コロナウイルス感染症の患者等に対処した場合における捜査等業務手当等の特例を追加する。
・犯罪の予防若しくは捜査又は被疑者の逮捕の業務に従事した場合であって、当該業務において新型コロナウイルス感染症の患者に接したとき
１日3,000円等（患者の身体に直接接触したとき　１日4,000円）
　施行日：公布の日（令和２年２月１日から適用）

	

	3．2.25
	職員の給与に関する条例一部改正の件
	国及び他の都道府県との均衡を図るため、通勤のため交通の用具を使用する職員であって、通勤が困難であると認められる身体に障害を有するものについての通勤手当の額の加算を廃止する。
　　　施行日：令和３年４月１日

	適当と認める。

	
	職員の特殊勤務手当に関する条例一部改正の件
	１　国家公務員について、新型コロナウイルス感染症への対処業務に従事した場合の特殊勤務手当に係る用語が改められたことを踏まえ
、条例において同趣旨の改正を行う。　　　　
施行日：公布の日
２　子ども家庭センターに勤務する児童福祉司及び府立高等職業技術専門校等に勤務する職業訓練指導員について、給料の調整額を定めることに伴い、社会福祉等業務手当の対象業務の一部を削除するとともに、職業訓練手当を廃止する。
　　　　施行日：令和３年４月１日

	

	
	職員の管理職手当の特例に関する条例一部改正の件
	財政状況を踏まえ、職員の管理手当の時限的減額を行う特例期間の終期を令和３年３月31日から令和４年３月31日に延長する。
　　　施行日：令和３年４月１日
	本件条例案は、令和３年４月１日から令和４年３月31日までの間、職員の管理職手当について減額措置を行うものである。
管理職手当の特例減額は、平成９年度から続けられており、こうした人事委員会勧告に基づかない給与減額は、財政状況等からやむを得ず実施されるとしても、あくまでも緊急避難的な特例措置であるべきものである。

令和２年度より管理職手当の特例減額を適用する職員の範囲を部長級及び次長級に限定する見直しが行われたところであるが、本委員会としては、残る特例減額について、引き続き、解消に向けた検討を行われるよう望むものである。



	
	大阪府警察職員の特殊勤務手当に関する条例一部改正の件
	国家公務員について、新型コロナウイルス感染症への対処業務に従事した場合の特殊勤務手当に係る用語が改められたことを踏まえ、条例において同趣旨の改正を行う。
　　　　　　　　施行日：公布の日

	適当と認める。


        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　（根拠法令）

        　　　　　　　　　                              地方公務員法第５条第２項
２　給与等関係条例の施行に関する事務

　　職員の給与に関する条例等の施行に関し、次のとおり、人事委員会規則の制定、人事委員会通

知の発出、任命権者からの協議及び承認申請の処理を行った。また、各任命権者からの制度運用

に関する照会・問合せ等に対応した。
　(1) 人事委員会規則の制定　

	規則番号
	規  則  名
	内        容
	公布日

施行日

適用日

	令2-13
	職員の特殊勤務手当に関する規則の一部を改正する規則
	犯則取締等手当について、心身に著しい負担を与えると人事委員会規則で定める業務に手当額の加算措置を講じることに伴う改正
	2．5.29
2．5.29
2．5.29

	令2-15
	職員の退職手当に関する規則の一部を改正する規則
	本人又は同居の親族が新型コロナウイルス感染症に感染した場合に重症化するおそれのある疾患を有すること等を理由として退職した場合に、失業者の退職手当の特定退職者として取り扱えるよう改正
	2．8.7
2．8.7
2．5.1
（適用日以降に退職した者についての適用）

	令2-16
	職員の旅費に関する規則の一部を改正する規則
	旅行命令等変更の場合の旅費について、国家公務員等の旅費支給規程が改正されたことに伴う、国に準じた規定整備
	2．8.7
2．8.7
2．8.7

	令2-17
	職員の給料に関する規則の一部を改正する規則
	令和２年10月１日付けで大阪港湾局が設置されることに伴う、職務の分類表の改正
	 2．9.30
 2．10.1
 2．10.1

	令2-18
	職員の管理職手当に関する規則の一部を改正する規則
	令和２年10月１日付けで大阪港湾局が設置されることに伴う、別表第一の改正
	 2．9.30
 2．10.1
 2．10.1

	令2-19
	職員の特殊勤務手当に関する規則の一部を改正する規則
	令和２年10月１日付けで大阪港湾局が設置されることに伴う、所要の改正
	 2．9.30
 2．10.1
 2．10.1

	令2-20
	管理職員等の範囲を定める規制の一部を改正する規則
	令和２年10月１日付けで大阪港湾局が設置されることに伴う、別表の改正
	 2．9.30
 2．10.1
 2．10.1

	令2-21
	大阪府警察職員の特殊勤務手当に関する規則の一部を改正する規則
	大阪府警察職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正により、新型コロナウイルス感染症に係る捜査等業務手当等の特例が定められたことに伴う所要の改正
	 2．12.25
 2．12.25
2．2.1

	令3-1
	職員の管理職手当に関する規制の一部を改正する規則
	副首都推進局の職制が改編されたことに伴う、別表の改正
	3．1.15
3．1.15
3．1.1

	令3-2
	職員の給料に関する規則の一部を改正
	ワクチン接種推進監の設置に伴う、別表第２の改正
	3．2.12
3．2.15
3．2.15

	令3-3
	職員の管理職手当に関する規則の一部を改正する規則
	 ワクチン接種推進監の設置に伴う、別表第１の改正
	 3．2.12
 3．2.15
 3．2.15

	令3-4
	管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則
	ワクチン接種推進監の設置に伴う、別表の改正
	 3．2.12
 3．2.15
 3．2.15

	令3-5
	職員の給料に関する規則の一部を改正する規則
	昇任等による昇給の廃止に伴う所要の改正
	3．3.1
3．4.1
3．4.1

	令3-7
	職員の旅費に関する規則の一部を改正する規則
	①旅行命令簿及び旅行依頼簿の押印欄廃止の改正

②国名変更に伴う改正
	 3．3.16
3．4.1
3．4.1

	令3-8
	 職員の給料の調整額に関する規則の一部を改正する規則
	①子ども家庭センターに勤務する児童福祉司等について、社会福祉等業務手当を給料の調整額の措置へ見直すことに伴う改正
②高等職業技術専門校等に勤務する職業訓練指導員について、職業訓練手当を給料の調整額の措置へ見直すことに伴う改正
③大阪府警察本部の組織改編に伴う組織名称の変更
	 3．3.29
3．4.1
3．4.1

	令3-9
	職員の通勤手当に関する規則の一部を改正する規則
	①身体に障害を有する職員に係る通勤手当の加算措置が廃止されたことに伴う、所要の改正
②使用距離が１km以上である車椅子を通勤手当の支給対象となる交通用具に追加する改正
③公庫の予算及び決算に関する法律の改正に伴う所要の改正
	 3．3.29
①②3．4.1
③ 3．3.29
①②3．4.1
 ③ 3. 3.29

	令3-10
	職員の特殊勤務手当に関する規則の一部を改正する規則
	①令和３年度の織改編等に伴う改正
②放射線同位元素等の規制に関する法律施行規則第20条第２項の繰り下げに伴う規定整備
③社会福祉等業務手当及び職業訓練手当が給料の調整額へ見直されたことに伴い、職員の特殊勤務手当に関する条例の関係条項が削除されたこと等に伴う改正
	 3．3.29
3．4.1
3．4.1

	令3-11
	職員の給料に関する規則の一部を改正する規則
	令和３年度の組織及び職制の改編、人事異動等に伴う職務の分類表の改正
	 3．3.30
3．4.1
3．4.1

	令3-12
	職員の管理職手当に関する規則の一部を改正する規則
	令和３年度の組織改編等に伴う改正
	 3．3.30
3．4.1
3．4.1

	令3-13
	職員の単身赴任手当に関する規則の一部を改正する規則
	公庫の予算及び決算に関する法律の改正に伴う所要の改正
	 3．3.30
 3．3.30
 3．3.30

	令3-14
	大阪府警察職員の特殊勤務手当に関する規則の一部を改正する規則
	引用規定の条項ずれに伴う改正
	 3．3.30
3．4.1
3．4.1

	令3-15
	管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則
	令和３年度の組織改編等に伴う改正
	 3．3.30
3．4.1
3．4.1

	令3-21
	職員の給料に関する規則の一部を改正する規則の一部を改正する規則
	令和３年度の人事異動に伴い、一部改正規則に定める職務の分類表の改正
	 3．3.31
3．4.1
3．4.1


(2) 人事委員会通知の発出

	区　　　　分
	件　　　名
	内      容
	あて先

発出日

適用日

	条

例

関

係
	職員の特殊勤務手当に関する条例
	職員の特殊勤務手当に関する運用通知について
	宿泊療養施設応援職員を防疫等作業手当支給対象とするための制定
	各任命権者

2．4.15

2．4.14

	
	
	職員の特殊勤務手当に関する条例の運用についての廃止について
	職員の特殊勤務手当に関する条例の改正により、新型コロナウイルス感染症に係る防疫等作業手当の特例が規定されたことに伴う通知の廃止
	各任命権者
2．5.29
2．5.29

	
	職員の旅費に関する条例
	職員の旅費に関する条例の運用についての一部改正について
	月途中異動等による通勤費用負担への旅費支給に係る所要の改正
	各任命権者
3．3.16
2．4.1

	規

則

関

係
	職員の退職手当に関する規則
	新型コロナウイルス感染症にかかる失業者の退職手当の特定退職者の取扱いについて
	本人又は同居の親族が新型コロナウイルス感染症の病原体に感染した場合に重症化するおそれのある疾患を有すること等を理由として退職した場合に、失業者の退職手当の特定退職者として取り扱うこととする改正
	各任命権者
 2．8.7

 2．5.1
（適用日以降に退職した者についての適用）

	
	 職員の給料に関する規則
	「職員の給料に関する規則の運用についての一部改正について」の訂正について
	「職員の給料に関する規則の運用についての一部改正について」の通知の別紙に誤りがあり、それを訂正するもの
	各任命権者

2．8.18
2．4.1

	
	
	職員の給料に関する規則の運用についての一部改正について
	昇任等による昇給廃止に伴う改正
	各任命権者
3．3.29
3．4.1

	
	職員の扶養手当に関する規則
	職員の扶養手当に関する規則の運用についての一部改正について
	押印義務見直しに伴う押印欄の廃止
	各任命権者
 3．3.16
3．4.1

	
	職員の住居手当に関する規則
	職員の住居手当に関する規則の運用についての一部改正について
	押印義務見直しに伴う押印欄の廃止
	各任命権者
 3．3.16
3．4.1


	
	職員の単身赴任手当に関する規則
	職員の単身赴任手当に関する規則の運用についての一部改正について
	押印義務見直しに伴う押印欄の廃止
	各任命権者
3．3.16
3．4.1

	
	職員の特殊勤務手当に関する規則
	 職員の特殊勤務手当に関する規則第19条に規定する特殊勤務手当実績簿の作成についての一部改正について
	押印義務見直しに伴う押印欄の廃止
	各任命権者
3．3.16
3．4.1

	
	外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する規則
	外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する規則の運用についての一部改正について
	押印義務見直しに伴う押印欄の廃止
	各任命権者
3．3.16
3．4.1

	
	職員の通勤手当に関する規則
	職員の通勤手当に関する規則の運用についての一部改正について
	押印義務見直しに伴う押印欄の廃止及び車いすを交通用具に追加することに伴う規定整備
	各任命権者
3．3.29
3．4.1

	
	職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則
	期末手当及び勤勉手当の支給についての一部改正について
	懲戒処分者に係る成績率の上限の改正
	各任命権者
3．3.29
3．6.2

	
	職員の地域手当に関する規則
	地域手当の支給地域及び支給割合についての一部改正について
	職員の派遣先団体の変更に係る改正
	各任命権者
3．3.29
3．4.1

	
	職員の給料の調整額に関する規則
	職員の給料の調整額に関する規則の運用についての一部改正について
	「中央子ども家庭センター」から「子ども家庭センター」への名称変更に伴う改正
	各任命権者
3．3.29
3．4.1


 (3) 任命権者からの協議及び承認申請の処理

	区　　　　分
	
	 eq \o\ad(協議者,　　　　　　　　)
 eq \o\ad(申請者,　　　　　　　　)
	

	
	　内     容（根拠規定）
	
	
	

	
	
	件数
	
	

	条

例

関

係
	職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例
	職員の週休日及び勤務時間の割振りについての協議

（条例第３条第３項）
	１
	警察本部長
	

	
	
	文化財保護課の非常勤職員である外業調査員等の休憩時間変更についての協議

（条例第20条）
	１
	教育委員会
	

	
	
	非常勤職員の年次休暇及び特別休暇についての協議
（条例第20条）
	１
	警察本部長
	

	規

則

関

係
	職員の給料に関する規則
	採用に伴う給料の承認

（規則第30条の２及び第31条）
	９
	知事
教育委員会
警察本部長

八尾市教育委員会
箕面市教育委員会
	

	
	
	研修、表彰等による昇給の対象者に沖縄県警察国境離島警備隊への特別出向者を追加することに関する協議
	１
	警察本部長
	

	
	
	給料表の適用範囲に関する承認

（規則別表第１)
	２
	教育委員会
	

	
	職員の管理職手当に関する規則
	管理職手当に関する規則別表第１の規定に基づく管理職手当支給職の指定に関する協議
　　 （規則別表第１）
	１
	知事
	

	
	
	管理職手当に関する規則別表第１の規定に基づく管理職手当支給職の指定の解除に関する協議
（規則別表第１）
	１
	警察本部長
	

	
	
	管理職手当に関する規則第２条第２項ただし書きに基づく区分の指定
（規則第２条第２項）
	２
	知事
警察本部長
	

	
	職員の住居手当に関する規則
	住居手当に関する規則の運用の協議

（規則第４条関係第６号）
	９
	知事
各任命権者
	

	
	職員の通勤手当に関する規則
	月途中採用者への通勤手当の日割支給について
（規則第15条）
	３
	知事
教育委員会
警察本部長
	

	
	職員の単身赴任手当に関する規則
	単身赴手当に関する規則の運用の協議

（規則運用通知第８条関係第２項）
	８
	知事
各任命権者
	


（根拠法令）

職員の給与に関する条例
職員の特殊勤務手当に関する条例
大阪府警察職員の特殊勤務手当に関する条例
職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例
職員の退職手当に関する条例
職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例
職員の旅費に関する条例
外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例

職員団体に関する事務
１　職員団体登録事務

　  府職員で構成する職員団体について、次のとおり、登録を行った。

	区　　　　　　　分
	件　　　　　数

	新規登録
	０件

	変更登録
	２８件

	
	規約変更
	６件

	
	役員変更
	２１件

	
	所在地変更
	１件

	
	構成組織変更
	０件

	登録取消し
	０件


　　                                              　　
（根拠法令）

                                                　　  地方公務員法第53条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　  職員団体の登録に関する条例

２　管理職員等の指定事務

  組織改正等に伴い、次のとおり、管理職員等の範囲を定める規則の改正を行った。

	規則番号
	規  則  名
	内          容
	公布日

施行日

適用日
	

	令2-20
	管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則
	大阪港湾局の設置に伴い、別表を改正
	2. 9.30
2.10. 1
2.10. 1
	

	令3-4

	管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則
	ワクチン接種推進監の設置に伴い、別表を改正
	3. 2.12
3. 2.15
3. 2.15
	

	令3-15
	管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則
	令和３年組織改編等に伴い、別表を改正
	3. 3.30
3. 4. 1

3. 4. 1
	


                                              　　　　
（根拠法令）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公務員法第52条第４項

　（参考）登録職員団体一覧（令和３年３月31日現在）

	団          体          名
	登録番号
	登録年月日
	法人格（申出日）

	大阪府職員労働組合
	    １
	昭41.10. 1
	あり（平14. 4.22）

	大阪教職員組合
	    ６
	昭41.10.11
	なし

	大阪府立高等学校教職員組合
	    ７
	昭41.10.11
	あり（昭44. 3.13）

	泉南教職員組合
	　１１
	昭47. 5.16
	なし

	泉北教職員組合
	　１２
	昭47.11.11
	なし

	南河内地区教職員組合
	　１３
	昭48. 3. 6
	あり（昭56.10.29）

	大阪府立障害児学校教職員組合
	　１４
	昭48. 6.25
	なし

	大阪府公立学校管理職員協議会
	　１５
	昭49. 4. 2
	なし

	自治労大阪府職員労働組合
	　１８
	平 1.10. 1
	なし

	大阪府教職員組合
	　１９
	平 1.11.27
	あり（平13. 4.13）

	大阪教育合同労働組合
	　２０
	平 1.12. 7
	あり（平 1.12.22）

	日教組・南河内教職員組合
	２１
	平 1.12.27
	なし

	大阪府高等学校・支援学校教職員組合
	　２２
	平 2. 1.25
	あり（平14.11. 5）
	

	泉北地区教職員組合
	　２３
	平 2. 1.25
	なし
	

	豊能・能勢教職員組合
	　２４
	平 2. 2.19
	なし
	

	大阪府関連労働組合連合会
	　２７
	平 2. 4.11
	なし
	

	大阪公立高等学校教職員組合
	　２８
	平 2. 5.11
	あり（平14. 3.29）
	

	豊能郡教職員組合
	　２９
	平 2. 7.20
	なし
	

	大阪教育ユニオン
	　３４
	平13.12.18
	なし
	

	大阪府立茨木工科高等学校教職員協議会
	  ３６
	平15. 7.23
	なし
	

	なかまユニオン大阪府学校教職員支部
	３７
	平17. 5.25
	なし
	

	大阪府教職員協会
	３８
	平17.10.12
	なし
	

	大阪府立高等学校教職員ネットワーク
	３９
	平19. 1.25
	なし
	

	泉南地区教職員組合
	４０
	平22. 6.16


	なし
	

	大阪学校職員ユニオン
	４２
	平29．7.25
	なし
	

	


　
	団　　　　体　　　　名
	規約認証年月日

	自治労大阪府職員関係労働組合
	平15. 1.21

	大阪府関係職員労働組合
	平18. 4. 7


職員団体等に対する法人格の付与に関する法律に基づく規約認証の団体
労働基準監督権限の行使に関する事務
１　労働基準法別表第１の各号別決定に関する協定の締結

大阪府の事業又は事業場についての労働基準監督機関の職権の行使について、人事委員会委員と大阪労働局長との間で労働基準法別表第１の各号別の決定に関する協定を締結し、それぞれの所管を明確にしているところであるが、組織改正に伴い令和２年４月23日付で協定の改正を行った。

	
	      監督
　　　　 機関
　　　 労基法
　　　 別表第１
　　　　 号別
 任命権者
	人事委員会委員
	労働基準監督署長
	合

計
	

	
	
	12号

　教育
　研究
	別表第１
に該当しない事業場
	  計
	3号

 (土木)
	13号

  保健
  衛生
	計
	
	

	
	 eq \o\ad(知事,　　　　　　　　　)
	　　 8
	    43
	    51
	    24
	　  22
	    46
	    97
	

	
	 eq \o\ad(教育委員会,　　　　　　　　　)
	   186
	     2
	   188
	0
	     3
	     3
	   191
	

	
	 eq \o\ad(警察本部長,　　　　　　　　　)
	     3
	    89
	    92
	0
	0
	0
	    92
	

	
	 eq \o\ad(議会議長等,　　　　　　　　　)
	0
	     6
	     6
	0
	0
	0
	     6
	

	
	 eq \o\ad(合計,　　　　　　　　　)
	   197
	140
	   337
	    24
	    25
	    49
	   386
	

	



                                                                　　　　　　　

（根拠法令）

                                                                  労働基準法別表第１

                                                                  地方公務員法第58条第５項

２　適用事業場に対する調査

所管の全事業場について、職員の勤務条件、事業場の安全、衛生管理の状況等に関する事項の実態調査を行った。
　(1) 調査期間　　令和２年８月18日～同年９月18日
　(2) 調査事業場　人事委員会が所管する全事業場（337事業場）
　(3) 調査方法　　電子調査
　(4) 主な調査項目　　年次有給休暇の取得状況、宿日直勤務、衛生委員会の実施及び議事録等の記録保管状況、危険機器、休憩設備・休養室等の有無、時間外勤務の状況、面接指導状況、36協定の遵守状況、化学物質等の所有状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（根拠法令）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　労働基準法第101条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　労働安全衛生法第91条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公務員法第58条第５項

３　労働基準法及び労働安全衛生法に基づく許可、届出、報告等の処理状況　

（1）労働基準法及び同法施行規則に基づくもの

	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	 eq \o\ad(件数,　　　　　　　)

	 eq \o\ad(法２０条,　　　　　　　　　　　　　)
 eq \o\ad(規則７条,　　　　　　　　　　　　　)
	  解雇予告除外認定
	11

	 eq \o\ad(法４１条,　　　　　　　　　　　　　)
 eq \o\ad(規則２３条,　　　　　　　　　　　　　)
	　宿直又は日直勤務許可
	　９

	法３３条
規則１３条
	　非常災害等の理由による労働時間延長許可
	２

	法３６条
規則１６条
	時間外労働・休日労働に関する協定届
	204

	計
	
	　226


（2）労働安全衛生法に基づくもの

　 ア　労働安全衛生規則に基づくもの

	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処   　 理 　   件 　   名
	件  数

	法１１条
規則４条
	　安全管理者選任報告
	　１

	法１２条
 eq \o\ad(規則７条,　　　　　　　　　　　　　)
	　衛生管理者選任報告
	　115

	法１３条
 eq \o\ad(規則１３条,　　　　　　　　　　　　　)
	　産業医選任報告
	14

	法６６条
規則５２条
	　定期健康診断結果報告
	　245

	法６６条の１０

規則52条の21
	　心理的な負担の程度を把握するための検査結果等報告
	　326

	法８８条
規則８６条
	　機械等設置届
	　　１

	 eq \o\ad(法１００条,　　　　　　　　　　　　　)
 eq \o\ad(規則９７条,　　　　　　　　　　　　　)
	　労働者死傷病報告
	116

	計
	
	　818


   イ  ボイラー及び圧力容器安全規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	件　数

	
	
	  処理なし
	　　  ０

	計
	
	     ０


　 
ウ　クレーン等安全規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	件　数
	

	
	
	  処理なし
	      ０
	

	
	計
	
	　　  ０
	


　 エ　ゴンドラ安全規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	件　数
	

	
	 規則第３６条
	  ゴンドラ廃止報告書及び検査証返還
	      ３
	

	
	計
	
	　　  ３
	


　 オ　有機溶剤等中毒予防規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	件　数
	

	
	法６６条
規則30条の３
	　健康診断結果報告
	　　16
	

	
	計
	
	　　16
	


 　カ　特定化学物質障害予防規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	件　数
	

	
	 法６６条
  eq \o\ad(規則４１条,　　　　　　　　　　　　　)
	　健康診断結果報告
	　 ２
	

	
	計
	
	　 ２
	


　 キ　高気圧作業安全衛生規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	件　数
	

	
	 法６６条
  eq \o\ad(規則４０条,　　　　　　　　　　　　　)
	　健康診断結果報告
	　８
	

	
	計
	
	　８
	


 　ク　電離放射線障害防止規則に基づくもの

	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	件　数
	

	 法６６条
  eq \o\ad(規則５８条,　　　　　　　　　　　　　)
	　健康診断結果報告
	　   12
	

	計
	
	　　 12
	


　 ケ　鉛中毒予防規則に基づくもの

	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	件　数
	

	 法６６条
  eq \o\ad(規則５５条,　　　　　　　　　　　　　)
	　健康診断結果報告
	　   10
	

	計
	
	　　 10
	


　 コ　性能検査代行機関等に関する規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	件　数
	

	
	  eq \o\ad(法１００条,　　　　　　　　　　　　　)
  eq \o\ad(規則９条,　　　　　　　　　　　　　)
	  性能検査結果報告書
	 　 24
	

	
	計
	
	　　24
	


（性能検査代行機関により実施された性能検査の状況）

ボイラー、圧力容器、クレーン及びゴンドラの性能検査は、検査代行機関により実施されているが、その状況は次のとおりである。

	
	 　　　　　　 代行機関

　 　　　　　   機

 　　　　　　　　  械

   任命権者　　　　　 等
	（一社）日本ボイラ協会

損害保険ジャパン日本興亜（株）
	（一社）日本クレーン協会
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 eq \o\ad(ボイラー,　　　　　　　　　　　　)
	 eq \o\ad(第一種,　　　　　　　　　　　)
 eq \o\ad(圧力容器,　　　　　　　　　　　)
	 eq \o\ad(クレーン,　　　　　　　　　　　)
	 eq \o\ad(ゴンドラ,　　　　　　　　　　)
	

	
	 eq \o\ad(知事等,　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	　　　   　 ２
	　　　　 　５
	　　　　　 ０
	　　　　　６
	

	
	教　育　委　員　会
	　　　　 　 １
	 　        ３
	　　　　　 ０
	          ０
	

	
	警　察　本　部　長
	　　　　　  ０
	　　       １
	           ２
	        　４
	

	
	計
	　　　　    ３
	 　　    　９
	 　　      ２
	　　    10
	



